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報告第４号

専決処分の報告について

令和６年２月１９日，交通事故に係る和解及び損害賠償の額を定めるこ

とについて，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の

規定により次のとおり専決処分したので，同条第２項の規定により報告す

る。

１ 損害賠償の相手方

大崎市内の個人

２ 事故の概要

令和６年１月１６日午前８時５０分頃，本市職員の運転する公用車が，

大崎市古川千手寺町地内を走行中，信号で停止していた相手方車両に後

方から追突し，相手方車両の後部を損傷させたもの。

３ 和解の要旨

事故の主たる原因は，本市職員の不注意によるものであり，市の過失

割合を１００パーセントとする。

４ 損害賠償の額

７４，４５３円

令和６年３月４日提出

大崎市長 伊 藤 康 志
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議案第３５号

令和５年度大崎市一般会計補正予算（第１２号）

令和５年度大崎市一般会計の補正予算（第１２号）は，次に定めるとこ

ろによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１７７，５０２千円を追

加し，歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ６９，９１０，５９０千

円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正

後の歳入歳出予算の金額は，「第１表 歳入歳出予算補正」による。

（繰越明許費の補正）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定

により翌年度に繰り越して使用することができる経費の追加及び変更は，

「第２表 繰越明許費補正」による。

（債務負担行為の補正）

第３条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為の追加は，

「第３表 債務負担行為補正」による。

（地方債の補正）

第４条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地

方債の追加及び変更は，「第４表 地方債補正」による。

令和６年３月４日提出

大崎市長 伊 藤 康 志
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     第 １ 表　    歳   入   歳   出   予   算   補   正

歳  入 (単位:千円)

款 項 補正前の額 補 正 額 計

1 市 税 16,196,257 290,325 16,486,582

1 市 民 税 6,503,389 93,830 6,597,219

2 固 定 資 産 税 7,237,256 196,495 7,433,751

11 地 方 交 付 税 18,211,863 310,261 18,522,124

1 地 方 交 付 税 18,211,863 310,261 18,522,124

13 分担金及 び負 担 金 493,668 53,489 547,157

1 負 担 金 493,668 53,489 547,157

14 使用料及 び手 数 料 490,404 △22,247 468,157

1 使 用 料 413,449 △22,247 391,202

15 国 庫 支 出 金 11,587,264 △136,867 11,450,397

1 国 庫 負 担 金 7,086,546 △227,593 6,858,953

2 国 庫 補 助 金 4,412,511 90,726 4,503,237

16 県 支 出 金 4,464,471 3,574 4,468,045

1 県 負 担 金 2,508,103 4,248 2,512,351

2 県 補 助 金 1,843,570 1,814 1,845,384

3 委 託 金 112,798 △2,488 110,310

17 財 産 収 入 138,208 164,438 302,646

2 財 産 売 払 収 入 54,201 164,438 218,639

18 寄 附 金 999,509 28,960 1,028,469

1 寄 附 金 999,509 28,960 1,028,469

19 繰 入 金 3,941,366 △866,099 3,075,267

1 基 金 繰 入 金 3,905,409 △866,099 3,039,310

21 諸 収 入 1,620,648 48,568 1,669,216

4 雑 入 928,304 48,568 976,872

22 市 債 5,818,800 303,100 6,121,900

1 市 債 5,818,800 303,100 6,121,900

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に 係 る 額 5,770,630 5,770,630

歳        入        合        計 69,733,088 177,502 69,910,590
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歳  出 (単位:千円)

款 項 補正前の額 補 正 額 計

1 議 会 費 349,564 △1,800 347,764

1 議 会 費 349,564 △1,800 347,764

2 総 務 費 8,400,748 123,099 8,523,847

1 総 務 管 理 費 7,471,874 123,099 7,594,973

3 戸籍住民基本台帳費 201,582 0 201,582

3 民 生 費 23,656,727 △73,667 23,583,060

1 社 会 福 祉 費 10,879,173 △91,490 10,787,683

2 児 童 福 祉 費 9,986,877 18,528 10,005,405

3 生 活 保 護 費 2,776,586 △1,375 2,775,211

4 災 害 救 助 費 14,091 670 14,761

4 衛 生 費 7,501,842 △200,143 7,301,699

1 保 健 衛 生 費 5,386,092 △200,158 5,185,934

2 清 掃 費 2,115,750 15 2,115,765

6 農 林 水 産 業 費 2,191,837 1,893 2,193,730

1 農 業 費 2,055,111 1,893 2,057,004

7 商 工 費 1,768,432 △4,960 1,763,472

1 商 工 費 1,768,432 △4,960 1,763,472

8 土 木 費 7,583,230 △89,320 7,493,910

2 道 路 橋 り ょ う 費 2,966,799 △31,159 2,935,640

4 都 市 計 画 費 2,857,808 14,041 2,871,849

5 住 宅 費 642,493 △72,202 570,291

9 消 防 費 2,395,044 9 2,395,053

1 消 防 費 2,395,044 9 2,395,053

10 教 育 費 6,706,148 422,391 7,128,539

1 教 育 総 務 費 1,467,417 157,365 1,624,782

2 小 学 校 費 643,861 294,413 938,274

3 中 学 校 費 457,594 48,385 505,979

5 社 会 教 育 費 1,595,852 △1,324 1,594,528

6 保 健 体 育 費 2,381,222 △76,448 2,304,774

11 災 害 復 旧 費 1 0 1

1 公 共 土 木 施 設
災 害 復 旧 費

1 0 1

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に 係 る 額 9,179,515 9,179,515

歳        出        合        計 69,733,088 177,502 69,910,590
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第 ２ 表　　繰　越　明　許　費　補　正

追加 （単位：千円）

事　　業　　名 金　額

２ 総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１ 総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5,720 

２ 総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１ 総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 88 

２ 総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３
戸籍住民基本台帳
費

3,674 

２ 総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３
戸籍住民基本台帳
費

11,330 

３ 民生費 ２ 児童福祉費 4,966 

４ 衛生費 １ 保健衛生費 1,320 

６ 農林水産業費 １ 農業費 10,997 

７ 商工費 １ 商工費 15,080 

８ 土木費 ２ 道路橋りょう費 70,370 

８ 土木費 ２ 道路橋りょう費 92,316 

８ 土木費 ２ 道路橋りょう費 54,195 

８ 土木費 ２ 道路橋りょう費 310,195 

８ 土木費 ２ 道路橋りょう費 141,587 

８ 土木費 ３ 河川費 24,025 

８ 土木費 ３ 河川費 93,448 

８ 土木費 ４ 都市計画費 30,050 

８ 土木費 ４ 都市計画費 60,020 

８ 土木費 ４ 都市計画費 62,760 

８ 土木費 ４ 都市計画費 11,047 

８ 土木費 ５ 住宅費 6,109 

款 項

市有財産等管理経費

行政情報化推進事業

戸籍事務経費

個人番号カード交付事務経費

児童保育運営事業

新型コロナウイルスワクチン接種事業

担い手確保・経営強化支援事業

観光施設維持管理経費

道路橋りょう維持補修経費

社会資本整備道路修繕事業

社会資本整備雪寒地域道路事業

橋りょう長寿命化修繕事業

社会資本道路整備事業

河川管理費

排水路改良整備事業

市役所周辺整備事業

陸羽東線塚目駅周辺整備事業

稲葉小泉線改良事業

鹿島台駅前線改良事業

住宅管理経費
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８ 土木費 ５ 住宅費 500 

１０ 教育費 １ 教育総務費 199,299 

１０ 教育費 ２ 小学校費 11,549 

１０ 教育費 ２ 小学校費 273,113 

１０ 教育費 ２ 小学校費 20,506 

１０ 教育費 ３ 中学校費 38,885 

１０ 教育費 ３ 中学校費 29,591 

１０ 教育費 ５ 社会教育費 627 

１０ 教育費 ５ 社会教育費 20,117 

１１ 災害復旧費 １
公共土木施設災害
復旧費

10,318 

変更 （単位：千円）

補正前 補正後

金　額 金　額

２ 総務費 １ 総務管理費 本庁舎建設事業 15,712 171,624 

８ 土木費 ２ 道路橋りょう費
道路橋りょう新設改良
事業

13,773 75,413 

住宅整備事業

学校教育環境整備事業

小学校管理経費

古川第四小学校改修事業

小学校天井等落下防止対策事業

中学校管理経費

中学校天井等落下防止対策事業

文化財保護経費

文化施設改修事業

公営住宅災害復旧事業

款 項 事業名

- 6 -



追加 （単位：千円）

第 ３ 表　　債　務　負　担　行　為　補　正

事　　　項 期　　　間 限度額

市議会広報印刷業務 自　令和５年度　至　令和６年度 11,844 

広報おおさき編集・印刷等業務 自　令和５年度　至　令和６年度 45,329 

ふるさと納税推進業務委託 自　令和５年度　至　令和６年度 200,781 

日本語学校ウェブサイト制作業務委託 自　令和５年度　至　令和６年度 3,698 

児童手当制度改正・定額減税に伴う人事給
与システム改修業務委託

自　令和５年度　至　令和６年度 4,510 

汚染牧草管理業務委託 自　令和５年度　至　令和６年度 5,269 

汚染廃棄物減容化業務委託 自　令和５年度　至　令和６年度 88,556 

おおさき移住支援センター運営業務委託 自　令和５年度　至　令和６年度 14,428 

地域おこし協力隊隊員募集業務委託 自　令和５年度　至　令和６年度 2,000 

定額減税に伴う住民税システム改修業務委
託

自　令和５年度　至　令和６年度 4,730 

児童手当システム改修業務委託 自　令和５年度　至　令和６年度 4,400 

児童館遊戯室等空調設備設置工事 自　令和５年度　至　令和６年度 64,027 

狂犬病予防注射業務委託 自　令和５年度　至　令和６年度 7,800 

市民統一清掃廃棄物処理業務委託 自　令和５年度　至　令和６年度 9,625 

空き家バンク運営業務委託 自　令和５年度　至　令和６年度 4,521 

成人歯科検診業務委託 自　令和５年度　至　令和６年度 2,002 

化女沼特定外来生物調査等業務委託 自　令和５年度　至　令和６年度 1,091 

廃食用油再資源化推進業務委託 自　令和５年度　至　令和６年度 5,370 

物産振興促進業務委託 自　令和５年度　至　令和６年度 17,718 

観光振興促進業務委託 自　令和５年度　至　令和６年度 12,175 

市営住宅管理業務委託 自　令和５年度　至　令和８年度 509,149 

標準学力検査業務委託 自　令和５年度　至　令和６年度 5,332 

医療的ケア児童支援訪問看護委託 自　令和５年度　至　令和６年度 1,180 

岩出山学校給食センター調理等業務委託
（川渡小学校分）

自　令和５年度　至　令和６年度 7,011 
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追加 （単位：千円）

変更 （単位：千円）

第 ４ 表　　地　方　債　補　正

起債の目的 限度額 起債の方法 利　　率 償還の方法

公営住宅災害
復旧事業債

11,300 
証書借入

又は
証券発行

3.0％以内
（ただし，利率見直し
方式で借入れる政府資
金及び地方公共団体金
融機構資金について，
利率の見直しを行った
後においては，当該見
直し後の利率）

起債年度から据置期間を含め30
年以内に元利均等償還又は元金
均等償還により償還する。ただ
し，融通条件又は財政の都合に
より償還年限を短縮し，若しく
は低利債に借り換えることがで
きる。

補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

地域振興施
設整備事業

109,600 

証書
借入
又は
証券
発行

3.0％以内
（ただし，利
率見直し方式
で借入れる政
府資金及び地
方公共団体金
融機構資金に
ついて，利率
の 見 直 し を
行った後にお
いては，当該
見直し後の利
率）

起債年度から据
置期間を含め30
年以内に元利均
等償還又は元金
均等償還により
償還する。ただ
し，融通条件又
は財政の都合に
より償還年限を
短縮し，若しく
は低利債に借り
換えることがで
きる。

81,200 
補正
前に
同じ

補正
前に
同じ

補正
前に
同じ

施設等除却
事業

12,100 同上 同上 同上 11,100 同上 同上 同上

水道事業出
資事業

56,300 同上 同上 同上 49,400 同上 同上 同上

土地改良事
業

217,500 同上 同上 同上 213,700 同上 同上 同上

観光施設整
備事業

102,900 同上 同上 同上 109,500 同上 同上 同上

道路新設改
良事業

1,216,700 同上 同上 同上 1,213,000 同上 同上 同上

街路整備事
業

56,900 同上 同上 同上 83,100 同上 同上 同上

市街地整備
事業

117,100 同上 同上 同上 129,700 同上 同上 同上

住宅整備事
業

206,600 同上 同上 同上 171,800 同上 同上 同上

起債の目的
限度額

起債
の

方法
利率 償還の方法 限度額

起債
の

方法
利率

償還
の

方法
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児童等通学
支援事業

83,600 同上 同上 同上 95,800 同上 同上 同上

学校教育環
境整備事業

4,900 同上 同上 同上 155,200 同上 同上 同上

小学校施設
改修事業

30,700 同上 同上 同上 204,500 同上 同上 同上

中学校施設
改修事業

7,000 同上 同上 同上 45,200 同上 同上 同上

体育施設整
備事業

663,300 同上 同上 同上 613,800 同上 同上 同上
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議案第３６号

令和５年度大崎市奨学資金貸与事業特別会計補正予算（第１号）

令和５年度大崎市奨学資金貸与事業特別会計の補正予算（第１号）は，

次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１０，２０７千円を追加

し，歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２９，２９６千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正

後の歳入歳出予算の金額は，「第１表 歳入歳出予算補正」による。

令和６年３月４日提出

大崎市長 伊 藤 康 志

- 10 -



     第 １ 表　    歳   入   歳   出   予   算   補   正

歳  入 (単位:千円)

款 項 補正前の額 補 正 額 計

2 寄 附 金 1 79 80

1 寄 附 金 1 79 80

3 繰 越 金 1 10,128 10,129

1 繰 越 金 1 10,128 10,129

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に 係 る 額 19,087 19,087

歳        入        合        計 19,089 10,207 29,296

歳  出 (単位:千円)

款 項 補正前の額 補 正 額 計

1 総 務 費 3,969 11,737 15,706

1 総 務 管 理 費 3,969 11,737 15,706

2 事 業 費 15,120 △1,530 13,590

1 貸 与 事 業 費 15,120 △1,530 13,590

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に 係 る 額 0 0

歳        出        合        計 19,089 10,207 29,296
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議案第３７号

令和５年度大崎市夜間急患センター事業特別会計補正予算（第３

号）

令和５年度大崎市夜間急患センター事業特別会計の補正予算（第３号）

は，次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額を増減なしとし，歳入歳出予算の総額を歳入

歳出それぞれ１４３，４８７千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正

後の歳入歳出予算の金額は，「第１表 歳入歳出予算補正」による。

令和６年３月４日提出

大崎市長 伊 藤 康 志
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     第 １ 表　    歳   入   歳   出   予   算   補   正

歳  入 (単位:千円)

款 項 補正前の額 補 正 額 計

1 分担金及 び負 担 金 21,594 △704 20,890

1 負 担 金 21,594 △704 20,890

2 使用料及 び手 数 料 35,372 2,598 37,970

1 使 用 料 34,892 2,598 37,490

3 繰 入 金 84,491 △5,864 78,627

1 他 会 計 繰 入 金 84,491 △5,864 78,627

4 繰 越 金 2,000 3,541 5,541

1 繰 越 金 2,000 3,541 5,541

5 諸 収 入 30 429 459

1 雑 入 30 429 459

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に 係 る 額 0 0

歳        入        合        計 143,487 0 143,487

歳  出 (単位:千円)

款 項 補正前の額 補 正 額 計

1 夜間急患センター費 141,487 0 141,487

1 夜間急患センター費 141,487 0 141,487

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に 係 る 額 2,000 2,000

歳        出        合        計 143,487 0 143,487
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議案第３８号

令和５年度大崎市国民健康保険特別会計補正予算（第３号）

令和５年度大崎市国民健康保険特別会計の補正予算（第３号）は，次に

定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ３８６，０４１千円を

減額し，歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１４，１７４，８４１

千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正

後の歳入歳出予算の金額は，「第１表 歳入歳出予算補正」による。

令和６年３月４日提出

大崎市長 伊 藤 康 志
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     第 １ 表　    歳   入   歳   出   予   算   補   正

歳  入 (単位:千円)

款 項 補正前の額 補 正 額 計

4 県 支 出 金 10,836,070 △86,292 10,749,778

1 県 補 助 金 10,836,070 △86,292 10,749,778

5 財 産 収 入 1,006 251 1,257

1 財 産 運 用 収 入 1,006 251 1,257

6 繰 入 金 1,778,537 △366,447 1,412,090

1 他 会 計 繰 入 金 839,177 18,996 858,173

2 基 金 繰 入 金 939,360 △385,443 553,917

7 繰 越 金 19,253 66,447 85,700

1 繰 越 金 19,253 66,447 85,700

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に 係 る 額 1,926,016 1,926,016

歳        入        合        計 14,560,882 △386,041 14,174,841

歳  出 (単位:千円)

款 項 補正前の額 補 正 額 計

2 保 険 給 付 費 10,753,717 △390,000 10,363,717

1 療 養 諸 費 9,216,392 △340,000 8,876,392

2 高 額 療 養 費 1,490,656 △50,000 1,440,656

6 基 金 積 立 金 1,006 251 1,257

1 基 金 積 立 金 1,006 251 1,257

7 諸 支 出 金 35,550 3,708 39,258

2 繰 出 金 12,750 3,708 16,458

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に 係 る 額 3,770,609 3,770,609

歳        出        合        計 14,560,882 △386,041 14,174,841
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議案第３９号

令和５年度大崎市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）

令和５年度大崎市後期高齢者医療特別会計の補正予算（第２号）は，次

に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１２，１８９千円を減

額し，歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１，４５５，３３３千円

とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正

後の歳入歳出予算の金額は，「第１表 歳入歳出予算補正」による。

令和６年３月４日提出

大崎市長 伊 藤 康 志
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     第 １ 表　    歳   入   歳   出   予   算   補   正

歳  入 (単位:千円)

款 項 補正前の額 補 正 額 計

3 繰 入 金 377,719 △12,189 365,530

1 他 会 計 繰 入 金 377,719 △12,189 365,530

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に 係 る 額 1,089,803 1,089,803

歳        入        合        計 1,467,522 △12,189 1,455,333

歳  出 (単位:千円)

款 項 補正前の額 補 正 額 計

1 総 務 費 19,499 △1,465 18,034

1 総 務 管 理 費 12,528 △1,465 11,063

2 後 期 高 齢 者 医 療 1,443,235 △10,724 1,432,511

広 域 連 合 納 付 金 1 後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金

1,443,235 △10,724 1,432,511

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に 係 る 額 4,788 4,788

歳        出        合        計 1,467,522 △12,189 1,455,333
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議案第４０号

令和５年度大崎市介護保険特別会計補正予算（第３号）

令和５年度大崎市介護保険特別会計の補正予算（第３号）は，次に定め

るところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ６６２，９５５千円を

減額し，歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１３，２０４，４２７

千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正

後の歳入歳出予算の金額は，「第１表 歳入歳出予算補正」による。

令和６年３月４日提出

大崎市長 伊 藤 康 志
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     第 １ 表　    歳   入   歳   出   予   算   補   正

歳  入 (単位:千円)

款 項 補正前の額 補 正 額 計

3 国 庫 支 出 金 3,352,610 △56,153 3,296,457

1 国 庫 負 担 金 2,361,552 3 2,361,555

2 国 庫 補 助 金 991,058 △56,156 934,902

4 支 払 基 金 交 付 金 3,570,379 △214,064 3,356,315

1 支 払 基 金 交 付 金 3,570,379 △214,064 3,356,315

5 県 支 出 金 1,902,276 △129,833 1,772,443

1 県 負 担 金 1,809,675 △121,180 1,688,495

2 県 補 助 金 92,601 △8,653 83,948

6 財 産 収 入 373 8 381

1 財 産 運 用 収 入 373 8 381

7 繰 入 金 2,207,714 △262,913 1,944,801

1 他 会 計 繰 入 金 2,009,005 △96,578 1,912,427

2 基 金 繰 入 金 198,709 △166,335 32,374

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に 係 る 額 2,834,030 2,834,030

歳        入        合        計 13,867,382 △662,955 13,204,427
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歳  出 (単位:千円)

款 項 補正前の額 補 正 額 計

1 総 務 費 137,914 △2,574 135,340

2 徴 収 費 12,315 0 12,315

4 計 画 策 定 費 10,540 △2,574 7,966

2 保 険 給 付 費 12,834,571 △627,000 12,207,571

1 介護サービス等諸費 11,800,048 △550,000 11,250,048

2 介 護 予 防
サ ー ビ ス 等 諸 費

171,532 18,000 189,532

4 高 額 介 護
サ ー ビ ス 等 費

277,942 △20,000 257,942

5 高額医 療合算介護
サ ー ビ ス 等 費

36,028 △5,000 31,028

6 特 定 入 所 者
介護サ ービス等費

536,670 △70,000 466,670

3 地 域 支 援 事 業 費 649,193 △27,830 621,363

1 介 護 予 防 事 業 費 53,836 △2,800 51,036

2 包 括 的 支 援 事 業
・ 任 意 事 業 費

260,122 △9,135 250,987

3 介護予防・生活支援
サ ー ビ ス 事 業 費

334,097 △15,895 318,202

4 基 金 積 立 金 5,932 △5,551 381

1 基 金 積 立 金 5,932 △5,551 381

5 諸 支 出 金 237,772 0 237,772

1 償 還 金 及 び
還 付 加 算 金

216,476 0 216,476

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に 係 る 額 2,000 2,000

歳        出        合        計 13,867,382 △662,955 13,204,427
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議案第４１号

令和５年度大崎市水道事業会計補正予算（第２号）

第１条 令和５年度大崎市水道事業会計の補正予算（第２号）は，次に定

めるところによる。

第２条 令和５年度大崎市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第

２条第４号中「１，４０８，６４７千円」を「１，３７５，３６１千円」

に改める。

第３条 予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補

正する。

第４条 予算第４条括弧書中「１，１０６，８８７千円」を「１，２８７，６

８５千円」に改め，資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額） （ 計 ）

収 入

第１款 水道事業収益 3,934,825千円 △48,014千円 3,886,811千円

第１項 営業収益 3,729,085千円 △48,014千円 3,681,071千円

支 出

第１款 水道事業費用 3,910,604千円 △9,074千円 3,901,530千円

第１項 営業費用 3,710,865千円 △22,529千円 3,688,336千円

第２項 営業外費用 171,239千円 13,455千円 184,694千円

（科 目） （既決予定額） （補正予定額） （ 計 ）

収 入

第１款 水道事業資本的収入 1,210,230千円 △214,084千円 996,146千円

第１項 企業債 839,500千円 △180,000千円 659,500千円

第３項 負担金 146,560千円 △27,184千円 119,376千円

第５項 出資金 56,300千円 △6,900千円 49,400千円

支 出

第１款 水道事業資本的支出 2,317,117千円 △33,286千円 2,283,831千円

第１項 建設改良費 1,415,961千円 △33,286千円 1,382,675千円
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第５条 予算第６条の表中「598,500」を「455,600」に，「71,300」を

「54,500」に，「169,700」を「149,400」に改める。

令和６年３月４日提出

大崎市長 伊 藤 康 志
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議案第４２号

令和５年度大崎市下水道事業会計補正予算（第１号）

第１条 令和５年度大崎市下水道事業会計の補正予算（第１号）は，次に

定めるところによる。

第２条 令和５年度大崎市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）

第２条第４号中「１，８５７，６７６千円」を「１，６０５，４２２千

円」に改める。

第３条 予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補

正する。

第４条 予算第４条括弧書中「１，１９２，４０５千円」を「１，２０３，

８０３千円」に，「当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額，

過年度分損益勘定留保資金及び当年度分損益勘定留保資金」を「過年度

分消費税及び地方消費税資本的収支調整額，当年度分消費税及び地方消

費税資本的収支調整額，引継金，過年度分損益勘定留保資金及び当年度

分損益勘定留保資金」に改め，資本的収入及び支出の予定額を次のとお

り補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額） （ 計 ）

収 入

第１款 下水道事業収益 4,272,782 千円 1,821 千円 4,274,603 千円

第２項 営業外収益 2,472,618 千円 1,821 千円 2,474,439 千円

支 出

第１款 下水道事業費用 4,655,810 千円 10,655 千円 4,666,465 千円

第１項 営業費用 4,259,111 千円 24,277 千円 4,283,388 千円

第２項 営業外費用 372,752 千円 △13,885 千円 358,867 千円

第３項 特別損失 3,947 千円 263 千円 4,210 千円
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第５条 予算第６条の表中「801,500」を「697,700」に，「5,600」を「0」

に，「202,100」を「87,000」に，「55,900」を「47,300」に改める。

第６条 予算第１０条中「１，４０１，６４７千円」を「１，３８９，０

０４千円」に改める。

令和６年３月４日提出

大崎市長 伊 藤 康 志

（科 目） （既決予定額） （補正予定額） （ 計 ）

収 入

第１款 下水道事業資本的収入 3,642,971千円 △262,924千円 3,380,047千円

第１項 企業債 2,082,700千円 △233,100千円 1,849,600千円

第４項 国県補助金 653,850千円 △47,700千円 606,150千円

第５項 負担金及び分担金 49,645千円 16,750千円 66,395千円

第６項 固定資産売却代金 0千円 1,126千円 1,126千円

支 出

第１款 下水道事業資本的支出 4,835,376千円 △251,526千円 4,583,850千円

第１項 建設改良費 1,857,676千円 △252,254千円 1,605,422千円

第２項 企業債償還金 2,967,700千円 728千円 2,968,428千円
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議案第４３号

令和５年度大崎市病院事業会計補正予算（第４号）

第１条 令和５年度大崎市病院事業会計の補正予算（第４号）は，次に定

めるところによる。

第２条 令和５年度大崎市病院事業会計予算（以下「予算」という。）第

３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額） （ 計 ）

収 入

第１款 病院事業収益 26,255,746 千円 322,632 千円 26,578,378 千円

第１項 医業収益 23,730,484 千円 272,621 千円 24,003,105 千円

第２項 医業外収益 2,364,677 千円 50,011 千円 2,414,688 千円

支 出

第１款 病院事業費用 27,497,224 千円 211,933 千円 27,709,157 千円

第１項 医業費用 27,142,297 千円 201,732 千円 27,344,029 千円

第３項 特別損失 19,761 千円 10,201 千円 29,962 千円

第３条 予算第５条の表に次のように加える。

第４条 予算第１０条中「大崎市一般会計」の次に「及び他の特別会計」

を加え，「５９６，９１６千円」を「５８８，０９２千円」に改める。

第５条 予算第１１条中「９，０６４，０７８千円」を「９，０９９，６

９３千円」に改める。

令和６年３月４日提出

大崎市長 伊 藤 康 志

病院機能評価業務委託

（岩出山分院）

自 令和 ５年度

至 令和 ６年度
２，０７９
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議案第４４号

大崎市地区集会所条例の一部を改正する条例

大崎市地区集会所条例（平成１８年大崎市条例第３２２号）の一部を次

のように改正する。

別表第１大崎市鹿島台深谷創作館の項を削る。

附 則

この条例は，令和６年４月１日から施行する。

令和６年３月４日提出

大崎市長 伊 藤 康 志
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議案第４５号

大崎市指定地域密着型サービスの事業の人員，設備及び運営に関す

る基準を定める条例等の一部を改正する条例

（大崎市指定地域密着型サービスの事業の人員，設備及び運営に関する

基準を定める条例の一部改正）

第１条 大崎市指定地域密着型サービスの事業の人員，設備及び運営に関

する基準を定める条例（平成２４年大崎市条例第３５号）の一部を次の

ように改正する。

第６条第５項中第１１号を削り，第１２号を第１１号とし，同条第６

項中「当該定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所」を「当該指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所」に，「同一施設内」を「同一

敷地内」に改める。

第７条第１項中「同一敷地内にある」を削る。

第２４条中第９号を第１１号とし，第８号を第１０号とし，第７号の

次に次の２号を加える。

(８) 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては，

当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急や

むを得ない場合を除き，身体的拘束その他利用者の行動を制限する

行為（以下「身体的拘束等」という。）を行ってはならない。

(９) 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その

際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなけ

ればならない。

第３４条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に

「重要事項」という。）」を加え，同条第２項中「前項に規定する事項」
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を「重要事項」に，「同項」を「前項」に改め，同条に次の１項を加え

る。

３ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は，原則として，重

要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。

第４２条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め，

同項中第９号を第１０号とし，第８号を第９号とし，同項第７号中「に

規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第８号とし，同項第

６号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第７号と

し，同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同号を同

項第６号とし，同項第４号の次に次の１号を加える。

(５) 第２４条第９号の規定による身体的拘束等の態様及び時間，そ

の際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

第４７条第３項中「当該夜間対応型訪問介護事業所」を「当該指定夜

間対応型訪問介護事業所」に改め，同条第４項中第１１号を削り，第１

２号を第１１号とし，同条第５項及び第６項中「当該夜間対応型訪問介

護事業所」を「当該指定夜間対応型訪問介護事業所」に改める。

第４８条第１項中「同一敷地内の」及び「。第８３条第１項において

同じ」を削る。

第５１条中第７号を第９号とし，第６号を第８号とし，第５号を第７

号とし，第４号の次に次の２号を加える。

(５) 指定夜間対応型訪問介護の提供に当たっては，当該利用者又は

他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合

を除き，身体的拘束等を行ってはならない。

(６) 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その

際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなけ

ればならない。
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第５８条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め，

同項中第７号を第８号とし，第６号を第７号とし，同項第５号中「に規

定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第６号とし，同項第４

号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第５号とし，

同項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第

４号とし，同項第２号の次に次の１号を加える。

(３) 第５１条第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間，そ

の際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

第５９条の４第１項中「同一敷地内にある」を削る。

第５９条の９中第６号を第８号とし，第５号を第７号とし，第４号の

次に次の２号を加える。

(５) 指定地域密着型通所介護の提供に当たっては，当該利用者又は

他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合

を除き，身体的拘束等を行ってはならない。

(６) 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その

際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなけ

ればならない。

第５９条の１９第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に

改め，同項中第８号を第９号とし，第７号を第８号とし，第６号を第７

号とし，同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同号

を同項第６号とし，同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に

改め，同号を同項第５号とし，同項第３号中「に規定する」を「の規定

による」に改め，同号を同項第４号とし，同項第２号の次に次の１号を

加える。

(３) 第５９条の９第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間，

その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録
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第５９条の２０の３中「同項第３号」を「同項第４号」に，「同項第

４号」を「同項第５号」に改める。

第５９条の２４第１項中「同一敷地内にある」を削る。

第５９条の３０中第５号を第７号とし，第４号を第６号とし，第３号

を第５号とし，第２号の次に次の２号を加える。

(３) 指定療養通所介護の提供に当たっては，当該利用者又は他の利

用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き，

身体的拘束等を行ってはならない。

(４) 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その

際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなけ

ればならない。

第５９条の３７第２項第３号中「に規定する」を「の規定による」に

改め，同項中第９号を第１０号とし，第８号を第９号とし，同項第７号

中「に規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第８号とし，

同項第６号を同項第７号とし，同項第５号中「に規定する」を「の規定

による」に改め，同号を同項第６号とし，同項第４号中「に規定する」

を「の規定による」に改め，同号を同項第５号とし，同項第３号の次に

次の１号を加える。

(４) 第５９条の３０第４号の規定による身体的拘束等の態様及び時

間，その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記

録

第６２条第１項中「同一敷地内にある」を削る。

第６５条第２項中「指定介護療養型医療施設」を「健康保険法等の一

部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）第２６条の規定による改

正前の法第４８条第１項第３号に規定する指定介護療養型医療施設」に

改める。
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第６６条第１項中「同一敷地内にある」を削る。

第７０条第中第６号を第８号とし，第５号を第７号とし，第４号の次

に次の２号を加える。

(５) 指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては，当該利用者又

は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場

合を除き，身体的拘束等を行ってはならない。

(６) 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その

際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなけ

ればならない。

第７９条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め，

同項中第８号を第９号とし，第７号を第８号とし，同項第６号中「に規

定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第７号とし，同項第５

号を同項第６号とし，同項第４号中「に規定する」を「の規定による」

に改め，同号を同項第５号とし，同項第３号中「に規定する」を「の規

定による」に改め，同号を同項第４号とし，同項第２号の次に次の１号

を加える。

(３) 第７０条第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間，そ

の際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

第８２条第６項の表中「介護老人福祉施設，指定介護療養型医療施設

（医療法（昭和２３年法律第２０５号）第７条第２項第４号に規定する

療養病床を有する診療所であるものに限る。）」を「介護老人保健施設」

に改める。

第８３条第１項中「当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に併設す

る前条第６項に掲げる施設等の職務，同一敷地内の指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護事業所の職務（当該指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業者が，指定夜間対応型訪問介護事業者，指定訪問介護事業
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者又は指定訪問看護事業者の指定を併せて受け，一体的な運営を行って

いる場合には，これらの事業に係る職務を含む。）若しくは法第１１５

条の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（同項第１

号ニに規定する第１号介護予防支援事業を除く。）」を「他の事業所，施

設等の職務」に改め，同条第３項中「次条，第１１１条第３項，第１１

２条及び第１９３条において」を「以下」に改める。

第９２条第５号中「身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為

（以下「身体的拘束等」という。）」を「身体的拘束等」に改め，同条中

第８号を第９号とし，第７号を第８号とし，第６号の次に次の１号を加

える。

(７) 指定小規模多機能型居宅介護事業者は，身体的拘束等の適正化

を図るため，次に掲げる措置を講じなければならない。

ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ

電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を３月に

１回以上開催するとともに，その結果について，介護職員その他

の従業者に周知徹底を図ること。

イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。

ウ 介護職員その他の従業者に対し，身体的拘束等の適正化のため

の研修を定期的に実施すること。

第１０５条を削る。

第１０６条を第１０５条とし，同条の次に次の１条を加える。

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に

資する方策を検討するための委員会の設置）

第１０６条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は，当該指定小規模多

機能型居宅介護事業所における業務の効率化，介護サービスの質の向

上その他の生産性の向上に資する取組の促進を図るため，当該指定小
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規模多機能型居宅介護事業所における利用者の安全並びに介護サービ

スの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員

会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を

定期的に開催しなければならない。

第１０７条第２項第３号から第７号までの規定中「に規定する」を

「の規定による」に改める。

第１１１条第１項ただし書中「同一敷地内にある」及び「若しくは併

設する指定小規模多機能型居宅介護事業所若しくは指定看護小規模多機

能型居宅介護事業所」を削る。

第１２１条ただし書中「これらの事業所，施設等が同一敷地内にある

こと等により」を削る。

第１２５条中第３項を第８項とし，第２項を第７項とし，第１項の次

に次の５項を加える。

２ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は，前項の規定に基づき協力

医療機関を定めるに当たっては，次に掲げる要件を満たす協力医療機

関を定めるように努めなければならない。

(１) 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相

談対応を行う体制を，常時確保していること。

(２) 当該指定認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求めが

あった場合において診療を行う体制を，常時確保していること。

３ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は，１年に１回以上，協力医

療機関との間で，利用者の病状が急変した場合等の対応を確認すると

ともに，協力医療機関の名称等を，当該指定認知症対応型共同生活介

護事業者に係る指定を行った市町村長に届け出なければならない。

４ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は，感染症の予防及び感染症

の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６
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条第１７項に規定する第二種協定指定医療機関（以下「第二種協定指

定医療機関」という。）との間で，新興感染症（同条第７項に規定す

る新型インフルエンザ等感染症，同条第８項に規定する指定感染症又

は同条第９項に規定する新感染症をいう。以下同じ。）の発生時等の

対応を取り決めるように努めなければならない。

５ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は，協力医療機関が第二種協

定指定医療機関である場合においては，当該第二種協定指定医療機関

との間で，新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければ

ならない。

６ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は，利用者が協力医療機関そ

の他の医療機関に入院した後に，当該利用者の病状が軽快し，退院が

可能となった場合においては，再び当該指定認知症対応型共同生活介

護事業所に速やかに入居させることができるように努めなければなら

ない。

第１２７条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を

「の規定による」に改める。

第１２８条中「及び第１０４条」を「，第１０４条及び第１０６条」

に改める。

第１３０条第７項中第２号を削り，第３号を第２号とし，同条に次の

１項を加える。

１１ 次に掲げる要件のいずれにも適合する場合における第１項第２号

アの規定の適用については，当該規定中「１」とあるのは，「０．

９」とする。

(１) 第１４９条において準用する第１０６条に規定する委員会にお

いて，利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担

軽減を図るための取組に関する次に掲げる事項について必要な検討
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を行い，及び当該事項の実施を定期的に確認していること。

ア 利用者の安全及びケアの質の確保

イ 地域密着型特定施設従業者の負担軽減及び勤務状況への配慮

ウ 緊急時の体制整備

エ 業務の効率化，介護サービスの質の向上等に資する機器（次号

において「介護機器」という。）の定期的な点検

オ 地域密着型特定施設従業者に対する研修

(２) 介護機器を複数種類活用していること。

(３) 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽

減を図るため，地域密着型特定施設従業者間の適切な役割分担を行

っていること。

(４) 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽

減を図る取組による介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減が

行われていると認められること。

第１３１条第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。

第１４７条中第２項を第７項とし，第１項の次に次の５項を加える。

２ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は，前項の規定に基

づき協力医療機関を定めるに当たっては，次に掲げる要件を満たす協

力医療機関を定めるように努めなければならない。

(１) 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相

談対応を行う体制を，常時確保していること。

(２) 当該指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者からの診療

の求めがあった場合において診療を行う体制を，常時確保している

こと。

３ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は，１年に１回以上，

協力医療機関との間で，利用者の病状が急変した場合等の対応を確認
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するとともに，協力医療機関の名称等を，当該指定地域密着型特定施

設入居者生活介護事業者に係る指定を行った市町村長に届け出なけれ

ばならない。

４ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は，第二種協定指定

医療機関との間で，新興感染症の発生時等の対応を取り決めるように

努めなければならない。

５ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は，協力医療機関が

第二種協定指定医療機関である場合においては，当該第二種協定指定

医療機関との間で，新興感染症の発生時等の対応について協議を行わ

なければならない。

６ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は，利用者が協力医

療機関その他の医療機関に入院した後に，当該利用者の病状が軽快し，

退院が可能となった場合においては，再び当該指定地域密着型特定施

設に速やかに入居させることができるように努めなければならない。

第１４８条第２項第２号から第７号までの規定中「に規定する」を

「の規定による」に改める。

第１４９条中「及び第９９条」を「，第９９条及び第１０６条」に改

める。

第１５１条第８項第３号中「若しくは」を「又は」に改め，「又は介

護支援専門員（指定介護療養型医療施設の場合に限る。）」を削る。

第１５２条第１項第６号中「医療法」の次に「（昭和２３年法律第２

０５号）」を加える。

第１６５条の２中「医師」の次に「及び協力医療機関の協力を得て，

当該医師及び当該協力医療機関」を加え，同条に次の１項を加える。

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は，前項の医師及び協力医療機関

の協力を得て，１年に１回以上，緊急時等における対応方法の見直し
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を行い，必要に応じて緊急時等における対応方法の変更を行わなけれ

ばならない。

第１６６条中「同一敷地内にある」を削る。

第１６７条第５号中「に規定する」を「の規定による」に，「を記録

する」を「の記録を行う」に改め，同条第６号中「に規定する」を「の

規定による」に，「を記録する」を「の記録を行う」に改め，同条第７

号中「に規定する」を「の規定による」に，「記録する」を「の記録を

行う」に改める。

第１７２条の見出しを「（協力医療機関等）」に改め，同条第１項中

「入院治療を必要とする入所者のために」を「入所者の病状の急変等に

備えるため」に，「協力病院」を「次の各号に掲げる要件を満たす協力

医療機関（第３号の要件を満たす協力医療機関にあっては，病院に限

る。）」に改め，同項に次のただし書を加える。

ただし，複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより当

該各号の要件を満たすこととしても差し支えない。

(１) 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相

談対応を行う体制を，常時確保していること。

(２) 当該指定地域密着型介護老人福祉施設からの診療の求めがあっ

た場合において診療を行う体制を，常時確保していること。

(３) 入所者の病状が急変した場合等において，当該指定地域密着型

介護老人福祉施設の医師又は協力医療機関その他の医療機関の医師

が診療を行い，入院を要すると認められた入所者の入院を原則とし

て受け入れる体制を確保していること。

第１７２条中第２項を第６項とし，第１項の次に次の４項を加える。

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は，１年に１回以上，協力医療機

関との間で，入所者の病状が急変した場合等の対応を確認するととも
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に，協力医療機関の名称等を，当該指定地域密着型介護老人福祉施設

に係る指定を行った市町村長に届け出なければならない。

３ 指定地域密着型介護老人福祉施設は，第二種協定指定医療機関との

間で，新興感染症の発生時等の対応を取り決めるように努めなければ

ならない。

４ 指定地域密着型介護老人福祉施設は，協力医療機関が第二種協定指

定医療機関である場合においては，当該第二種協定指定医療機関との

間で，新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければなら

ない。

５ 指定地域密着型介護老人福祉施設は，入所者が協力医療機関その他

の医療機関に入院した後に，当該入所者の病状が軽快し，退院が可能

となった場合においては，再び当該指定地域密着型介護老人福祉施設

に速やかに入所させることができるように努めなければならない。

第１７６条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を

「の規定による」に改める。

第１７７条中「及び第５９条の１７第１項」を「，第５９条の１７第

１項」に改め，「第４項まで」の次に「及び第１０６条」を加える。

第１８７条中第５項を第６項とし，第４項の次に次の１項を加える。

５ ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者は，ユニット

型施設の管理等に係る研修を受講するよう努めなけらばならない。

第１８９条「第４項まで」の次に「，第１０６条」を加える。

第１９１条第７項中第４号を削り，第５号を第４号とする。

第１９２条第１項中「同一敷地内にある」及び「若しくは当該指定看

護小規模多機能型居宅介護事業所に併設する前条第７項各号に掲げる施

設等」を削る。

第１９７条第１号中「療養上の管理の下で」を「当該利用者の居宅に
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おいて，又はサービスの拠点に通わせ，若しくは短期間宿泊させ，日常

生活上の世話及び機能訓練並びに療養上の世話又は必要な診療の補助

を」に改め，同条中１１号を第１２号とし，第７号から第１０号までを

１号ずつ繰り下げ，第６号の次に次の１号を加える。

(７) 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は，身体的拘束等の適

正化を図るため，次に掲げる措置を講じなければならない。

ア 身体的拘束等の適正化のため対策を検討する委員会（テレビ電

話装置等を活用して行うことができるものとする。）を３月に１

回以上開催するとともに，その結果について，看護小規模多機能

型居宅介護従業者に周知徹底を図ること。

イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。

ウ 看護小規模多機能型居宅介護従業者に対し，身体的拘束等の適

正化のための研修を定期的に実施すること。

第２０１条第２項第３号及び第６号から第９号までの規定中「に規定

する」を「の規定による」に改める。

第２０２条前段中「，第１００条から第１０４条まで及び第１０６

条」を「及び第１００条から第１０６条まで」に改め，同条後段中「第

１０６条」を「第１０５条」に改める。

（大崎市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員，設備及び運営

並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的

な支援の方法に関する基準を定める条例の一部改正）

第２条 大崎市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員，設備及び

運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効

果的な支援の方法に関する基準を定める条例（平成２４年大崎市条例第

３６号）の一部を次のように改正する。

第６条第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。
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第９条第２項中「指定介護療養型医療施設（健康保険法等の一部を改

正する法律（平成１８年法律第８３号）附則第１３０条の２第１項の規

定によりなおその効力を有するものとされた同法第２６条の規定による

改正前の法第４８条第１項第３号に規定する指定介護療養型医療施設を

いう。第４４条第６項において同じ。）」を「健康保険法等の一部を改正

する法律（平成１８年法律第８３号）第２６条の規定による改正前の法

第４８条第１項第３号に規定する指定介護療養型医療施設」に改める。

第１０条第１項中「同一敷地内にある」を削る。

第１６条中「第３２条第９号」を「第３２条第１１号」に改める。

第３２条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に

「重要事項」という。）」を加え，同条第２項中「前項に規定する事項」

を「重要事項」に，「同項」を「前項」に改め，同条に次の１項を加え

る。

３ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は，原則として，重要事

項をウェブサイトに掲載しなければならない。

第４０条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め，

同項中第８号を第９号とし，第７号を第８号とし，第６号を第７号とし，

同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第

６号とし，同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同

号を同項第５号とし，同項第３号中「に規定する」を「の規定による」

に改め，同号を同項第４号とし，同項第２号の次に次の１号を加える。

(３) 第４２条第１１号の規定による身体的拘束その他利用者の行動

を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）の態様及び時間，

その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

第４２条第１４号中「第１２号」を「第１４号」に改め，同号を同条

第１６号とし，同条中第１３号を第１５号とし，第１０号から第１２号
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までを２号ずつ繰り下げ，同条第９号の次に次の２号を加える。

(１０) 指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっては，当

該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむ

を得ない場合を除き，身体的拘束等を行ってはならない。

(１１) 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，そ

の際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しな

ければならない。

第４４条第６項の表中「，指定介護療養型医療施設（医療法（昭和２

３年法律第２０５号）第７条第２項第４号に規定する療養病床を有する

診療所であるものに限る。）」を削る。

第４５条第１項中「当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所

に併設する前条第６項に掲げる施設等の職務，同一敷地内の指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所（指定地域密着型サービス基準条例

第６条第１項に規定する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所

をいう。以下同じ。）の職務(当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業所に係る指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者（同項に

規定する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者をいう。）が，

指定夜間対応型訪問介護事業者（指定地域密着型サービス基準条例第４

７条第１項に規定する指定夜間対応型訪問介護事業者をいう。），指定訪

問介護事業者(指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営に関す

る基準（平成１１年厚生省令第３７号。以下「指定居宅サービス等基

準」という。）第５条第１項に規定する指定訪問介護事業者をいう。以

下同じ。）又は指定訪問看護事業者（指定居宅サービス等基準第６０条

第１項に規定する指定訪問看護事業者をいう。以下同じ。）の指定を併

せて受け，一体的な運営を行っている場合には，これらの事業に係る職

務を含む。）若しくは法第１１５条の４５第１項に規定する介護予防・
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日常生活支援総合事業（同項第１号ニに規定する第１号介護予防支援事

業を除く。）」を「他の事業所，施設等の職務」に改める。

第５３条第１項中「身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為

（以下「身体的拘束等」という。）」を「身体的拘束等」に改め，同条に

次の１項を加える。

３ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は，身体的拘束等の適

正化を図るため，次に掲げる措置を講じなければならない。

(１) 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ

電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を３月に１

回以上開催するとともに，その結果について，介護職員その他の従

業者に周知徹底を図ること。

(２) 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。

(３) 介護職員その他の従業者に対し，身体的拘束等の適正化のため

の研修を定期的に実施すること。

第６２条を削る。

第６３条を第６２条とし，同条の次に次の１条を加える。

(利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に

資する方策を検討するための委員会の設置)

第６３条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は，当該指定介

護予防小規模多機能型居宅介護事業所における業務の効率化，介護サ

ービスの質の向上その他の生産性の向上に資する取組の促進を図るた

め，当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所における利用者

の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方

策を検討するための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことが

できるものとする。）を定期的に開催しなければならない。

第６４条第２項第３号から第７号までの規定中「に規定する」を「の
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規定による」に改める。

第７２条第１項中「同一敷地内にある」及び「若しくは併設する指定

小規模多機能型居宅介護事業所」を削る。

第７９条中「指定介護予防認知症対応型共同生活」を「指定介護予防

認知症対応型共同生活介護」に改め，同条ただし書中「これらの事業所，

施設等が同一敷地内にあること等により」を削る。

第８３条中第３項を第８項とし，第２項を第７項とし，第１項の次に

次の５項を加える。

２ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は，前項の規定に基

づき協力医療機関を定めるに当たっては，次に掲げる要件を満たす協

力医療機関を定めるように努めなければならない。

(１) 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相

談対応を行う体制を，常時確保していること。

(２) 当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者からの診療

の求めがあった場合において診療を行う体制を，常時確保している

こと。

３ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は，１年に１回以上，

協力医療機関との間で，利用者の病状が急変した場合等の対応を確認

するとともに，協力医療機関の名称等を，当該指定介護予防認知症対

応型共同生活介護事業者に係る指定を行った市町村長に届け出なけれ

ばならない。

４ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は，感染症の予防及

び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４

号）第６条第１７項に規定する第二種協定指定医療機関（次項におい

て「第二種協定指定医療機関」という。）との間で，新興感染症（同

条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症，同条第８項に規定
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する指定感染症又は同条第９項に規定する新感染症をいう。次項にお

いて同じ。）の発生時等の対応を取り決めるように努めなければなら

ない。

５ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は，協力医療機関が

第二種協定指定医療機関である場合においては，当該第二種協定指定

医療機関との間で，新興感染症の発生時等の対応について協議を行わ

なければならない。

６ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は，利用者が協力医

療機関その他の医療機関に入院した後に，当該利用者の病状が軽快し，

退院が可能となった場合においては，再び当該指定介護予防認知症対

応型共同生活介護事業所に速やかに入居させることができるように努

めなければならない。

第８５条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の

規定による」に改める。

第８６条中「及び第６１条」を「，第６１条及び第６３条」に改める。

（大崎市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防

支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定

める条例の一部改正）

第３条 大崎市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護

予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等

を定める条例（平成２７年大崎市条例第１号）の一部を次のように改正

する。

第４条中「指定介護予防支援事業者」を「地域包括支援センターの設

置者である指定介護予防支援事業者」に改め，「（以下「指定介護予防支

援事業所」という。）」を削り，同条に次の１項を加える。

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は，当該指
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定に係る事業所ごとに１以上の員数の指定介護予防支援の提供に当た

る必要な数の介護支援専門員を置かなければならない。

第５条第１項中「指定介護予防支援事業所」を「当該指定に係る事業

所（以下「指定介護予防支援事業所」という。）」に改め，同条第２項中

「前項に規定する」を「地域包括支援センターの設置者である指定介護

予防支援事業者が前項の規定により置く」に改め，同条第３項を同条第

５項とし，同条第２項の次に次の２項を加える。

３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者が第１項の

規定により置く管理者は，介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令

第３６号）第１４０条の６６第１号イ（３）に規定する主任介護支援

専門員（以下この項において「主任介護支援専門員」という。）でな

ければならない。ただし，主任介護支援専門員の確保が著しく困難で

ある等やむを得ない理由がある場合については，介護支援専門員（主

任介護支援専門員を除く。）を第１項に規定する管理者とすることが

できる。

４ 前項の管理者は，専らその職務に従事する者でなければならない。

ただし，次に掲げる場合は，この限りでない。

(１) 管理者がその管理する指定介護予防支援事業所の介護支援専門

員の職務に従事する場合

(２) 管理者が他の事業所の職務に従事する場合（その管理する指定

介護予防支援事業所の管理に支障がない場合に限る。）

第６条第３項中「担当職員」の次に「（指定居宅介護支援事業者であ

る指定介護予防支援事業者の場合にあっては介護支援専門員。以下この

章及び次章において同じ。）」を加える。

第１２条に次の２項を加える。

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は，前項の
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利用料のほか，利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域

の居宅を訪問して指定介護予防支援を行う場合には，それに要した交

通費の支払を利用者から受けることができる。

３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は，前項に

規定する費用の額に係るサービスの提供に当たっては，あらかじめ，

利用者又はその家族に対し，当該サービスの内容及び費用について説

明を行い，利用者の同意を得なければならない。

第１３条中「前条」を「前条第１項」に改める。

第１４条中「指定介護予防支援事業者」を「地域包括支援センターの

設置者である指定介護予防支援事業者」に改め，同条第１号中「（平成

１１年厚生省令第３６号）」を削り，同条第４号中「規定」の次に「（第

３２条第３３号の規定を除く。）」を加える。

第２３条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に

「重要事項」という。）」を加え，同条第２項中「前項に規定する事項」

を「重要事項」に，「同項」を「前項」に改め，同条に次の１項を加え

る。

３ 指定介護予防支援事業者は，原則として，重要事項をウェブサイト

に掲載しなければならない。

第２４条第３項中「第３２条第９号」を「第３２条第１１号」に改め

る。

第３０条第２項第１号中「第３２条第１４号」を「第３２条第１６

号」に改め，同項第２号イ中「第３２条第７号」を「第３２条第９号」

に改め，同号ウ中「第３２条第９号」を「第３２条第１１号」に改め，

同号エ中「第３２条第１５号に規定する」を「第３２条第１８号の規定

による」に改め，同号オ中「第３２条１６号」を「第３２条第１９号」

に改め，同項中第７号を第８号とし，第６号を第７号とし，同項第５号
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中「に規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第６号とし，

同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第

５号とし，同項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同

号を同項第４号とし，同項第２号の次に次の１号を加える。

(３) 第３２条第４号の規定による記録

第３２条中第３０号を第３２号とし，第２３号から第２９号までを２

号ずつ繰り下げ，同条第２２号中「第２４号」を「第２６号」に改め，

同号を同条第２４号とし，同条中第２１号を第２３号とし，第２０号を

第２２号とし，同条第１９号中「第３号から第１３号まで」を「第５号

から第１５号まで」に，「第１４号」を「第１６号」に改め，同号を同

条第２１号とし，同条第１８号を同条第２０号とし，同条第１７号中

「第１４号」を「第１６号」に改め，同号ア中「及びサービスの評価期

間が終了する月並びに利用者の状況に著しい変化があったときは，利用

者の居宅を訪問し」を削り，同号ウを同号オとし，同号イ中「月」の次

に「（イただし書の規定によりテレビ電話装置等を活用して利用者に面

接する月を除く。）」を加え，同号イを同号エとし，同号アの次に次のよ

うに加える。

イ アの規定による面接は，利用者の居宅を訪問することによって

行うこと。ただし，次のいずれにも該当する場合であって，サー

ビスの提供を開始する月の翌月から起算して３月ごとの期間（以

下この号において単に「期間」という。）について，少なくとも

連続する２期間に１回，利用者の居宅を訪問し，面接するときは，

利用者の居宅を訪問しない期間において，テレビ電話装置等を活

用して，利用者に面接することができる。

(ア) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて，文

書により利用者の同意を得ていること。
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(イ) サービス担当者会議等において，次に掲げる事項について

主治の医師，担当者その他の関係者の合意を得ていること。

ａ 利用者の心身の状況が安定していること。

ｂ 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うこと

ができること。

ｃ 担当職員が，テレビ電話装置等を活用したモニタリングで

は把握できない情報について，担当者から提供を受けること。

ウ サービスの評価期間が終了する月及び利用者の状況に著しい変

化があったときは，利用者の居宅を訪問し，利用者に面接するこ

と。

第３２条中第１７号を第１９号とし，第３号から第１６号までを２号

ずつ繰り下げ，同条第２号の次に次の２号を加える。

(３) 指定介護予防支援の提供に当たっては，当該利用者又は他の利

用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き，

身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（次号において「身

体的拘束等」という。）を行ってはならない。

(４) 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その

際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなけ

ればならない。

第３２条に次の１号を加える。

(３３) 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は，

法第１１５条の３０の２第１項の規定により市長から情報の提供を

求められた場合には，その求めに応じなければならない。

第３４条中「第１２条」を「第１２条第１項」に改める。

第３５条第１項中「第３２条第２８号」を「第３２条第３０号」に改

める。
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（大崎市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定め

る条例の一部改正）

第４条 大崎市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を

定める条例（平成３０年大崎市条例第２８号）の一部を次のように改正

する。

第２条第４項中「地域包括支援センター」の次に「（以下「地域包括

支援センター」という。）」を加える

第３条第２項中「利用者の数が３５」を「利用者の数（当該指定居宅

介護支援事業者が指定介護予防支援事業者の指定を併せて受け，又は法

１１５条の２３第３項の規定により地域包括支援センターの設置者であ

る指定介護予防支援事業者から委託を受けて，当該指定居宅介護支援事

業所において指定介護予防支援（法第５８条第１項に規定する指定介護

予防支援をいう。以下この項及び第１３条第２６号において同じ。）を

行う場合にあっては，当該事業所における指定居宅介護支援の利用者の

数に当該事業所における指定介護予防支援の利用者の数に３分の１を乗

じた数を加えた数。次項において同じ。）が４４」に改め，同条に次の

１項を加える。

３ 前項の規定にかかわらず，指定居宅介護支援事業所が，公益社団法

人国民健康保険中央会が運用及び管理を行う指定居宅介護支援事業者

及び指定居宅サービス事業者等の使用に係る電子計算機と接続された

居宅サービス計画の情報の共有等のための情報処理システムを利用し，

かつ，事務職員を配置している場合における第１項に規定する員数の

基準は，利用者の数が４９又はその端数を増すごとに１とする。

第４条第３項第２号中「同一敷地内にある」を削る。

第５条第２項中「あらかじめ」の次に「，利用者又はその家族に対

し」を加え，「，前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成
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された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護，通所介護，福祉用具

貸与及び地域密着型通所介護（以下この項において「訪問介護等」とい

う。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数が占める割合，

前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービ

ス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅

サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者によって提供された

ものが占める割合」を削り，同条第８項を同条第９項とし，同条第７項

各号列記以外の部分中「第４項」を「第５項」に改め，同項第１号中

「第４項各号」を「第５号各号」に改め，同項を同条第８項とし，同条

第６項中「第４項第１号」を「第５項第１号」に改め，同項を同条第７

項とし，同条第５項を同条第６項とし，同条第４項中「第７項」を「第

８項」に改め，同項を同条第５項とし，同条第３項を同条第４項とし，

同条第２項の次に１項を加える。

３ 指定居宅介護支援事業者は，指定居宅介護支援の提供の開始に際し，

あらかじめ，利用者又はその家族に対し，前６月間に当該指定居宅介

護支援事業所において作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪

問介護，通所介護，福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下この

項において「訪問介護等」という。）がそれぞれ位置付けられた居宅

サービス計画の数が占める割合及び前６月間に当該指定居宅介護事業

所において作成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等

ごとの回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着

型サービス事業者によって提供されたものが占める割合につき説明を

行い，理解を得るよう努めなければならない。

第１４条第３１号を同条第３３号とし，同条第３０号中「指定介護予

防支援事業者」を「地域包括支援センターの設置者である指定介護予防

支援事業者」に改め，同号を同条第３２号とし，同条中第２９号を第３
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１号とし，第１８号から第２８号までを２号ずつ繰り下げ，同条第１７

号中「第３号から第１２号まで」を「第５号から第１４号まで」に，

「第１３号」を「第１５号」に改め，同号を同条第１９号とし，同条第

１６号を同条第１８号とし，同条第１５号中「第１３号」を「第１５

号」に改め，同号ア中「，利用者の居宅を訪問し」を削り，同号イを同

号ウとし，同号アの次に次のように加える。

イ アの規定による面接は，利用者の居宅を訪問することによって

行うこと。ただし，次のいずれにも該当する場合であって，少な

くとも２月に１回，利用者の居宅を訪問し，利用者に面接すると

きは，利用者の居宅を訪問しない月においては，テレビ電話装置

等を活用して，利用者に面接することができるものとする。

(ア) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて，文

書により利用者の同意を得ていること。

(イ) サービス担当者会議等において，次に掲げる事項について

主治の医師，担当者その他の関係者の同意を得ていること。

a 利用者の心身の状況が安定していること。

b 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うこと

ができること。

c 介護支援専門員が，テレビ電話装置等を活用したモニタリ

ングでは把握できない情報について，担当者から提供を受け

ること。

第１４条第１５号を同条第１７号とし，同条第１４号中「主治の医師

若しくは歯科医師」を「主治の医師等」に改め，同号を同条第１６号と

し，同条中第１３号を第１５号とし，第３号から第１２号までを２号ず

つ繰り下げ，第２号の次に次の２号を加える。

(３) 指定居宅介護支援の提供に当たっては，当該利用者又は他の利
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用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き，

身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束

等」という。）を行ってはならない。

(４) 前号の身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その

際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなけ

ればならない。

第２３条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に

「重要事項」という。）」を加え，同条第２項中「前項に規定する事項」

を「重要事項」に，「同項」を「前項」に改め，同条に次の１項を加え

る。

３ 指定居宅介護支援事業者は，原則として，重要事項をウェブサイト

に掲載しなればならない。

第３０条第２項第１号中「第１４条第１３号」を「第１４条第１５

号」に改め，同項第２号イ中「第１４条第７号」を「第１４条第９号」

に改め，同号ウ中「第１４条第９号」を「第１４条第１１号」に改め，

同号エ中「第１４条第１５号」を「第１４条第１７号」に改め，同項中

第７号を第８号とし，第６号を第７号とし，同項第５号中「に規定す

る」を「の規定による」に改め，同号を同項第６号とし，同項第４号中

「に規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第５号とし，同

項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め，同号を同項第４

号とし，同項第２号の次に次の１号を加える。

(３) 第１４条第４号の規定による身体的拘束等の態様及び時間，そ

の際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

第３２条第１項中「第１４条第２７号」を「第１４条第２９号」に改

める。

附 則
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（施行期日）

１ この条例は，令和６年４月１日から施行する。

（重要事項の掲示に係る経過措置）

２ この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間は，第１条の規

定による改正後の大崎市指定地域密着型サービスの事業の人員，設備及

び運営に関する基準を定める条例（以下「新地域密着型サービス基準条

例」という。）第３４条第３項（新地域密着型サービス基準条例第５９

条，第５９条の２０，第５９条の２０の３，第５９条の３８，第８０条，

第１０８条，第１２８条，第１４９条，第１７７条，第１８９条及び第

２０２条において準用する場合を含む。），第２条の規定による改正後の

大崎市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員，設備及び運営並

びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な

支援の方法に関する基準を定める条例（以下「新地域密着型介護予防サ

ービス基準条例」という。）第３２条第３項（新地域密着型介護予防サ

ービス基準条例第６５条及び第８６条において準用する場合を含む。），

第３条の規定による改正後の大崎市指定介護予防支援等の事業の人員及

び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援

の方法に関する基準等を定める条例第２３条第３項（同条例第３４条に

おいて準用する場合を含む。）及び第４条の規定による改正後の大崎市

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例第

２３条第３項（同条例第３１条において準用する場合を含む。）の規定

の適用については，これらの規定中「掲載しなければ」とあるのは，

「掲載するよう努めなければ」とする。

（身体的拘束等の適正化に係る経過措置）

３ この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間は，新地域密着

型サービス基準条例第９２条第７号及び第１９７条第７号並びに新地域
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密着型介護予防サービス基準条例第５３条第３項の規定の適用について

は，これらの規定中「講じなければ」とあるのは，「講じるよう努めな

ければ」とする。

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資

する方策を検討するための委員会の設置に係る経過措置）

４ この条例の施行の日から令和９年３月３１日までの間は，新地域密着

型サービス基準条例第１０６条（新地域密着型サービス基準条例第１２

８条，第１４９条，第１７７条，第１８９条及び第２０２条において準

用する場合を含む。）及び新地域密着型介護予防サービス基準条例第６

３条（新地域密着型介護予防サービス基準条例第８６条において準用す

る場合を含む。）の規定の適用については，これらの規定中「開催しな

ければ」とあるのは，「開催するよう努めなければ」とする。

（協力医療機関との連携に関する経過措置）

５ この条例の施行の日から令和９年３月３１日までの間は，新地域密着

型サービス基準条例第１７２条第１項（新地域密着型サービス基準条例

第１８９条において準用する場合を含む。）の規定の適用については，

同項中「定めておかなければ」とあるのは，「定めておくよう努めなけ

れば」とする。

令和６年３月４日提出

大崎市長 伊 藤 康 志
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議案第４６号

大崎市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正す

る条例

大崎市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成１８年大崎市

条例第２６４号）の一部を次のように改正する。

第２条第３項中「単身赴任手当」の次に「，在宅勤務等手当」を加える。

第１０条の次に次の１条を加える。

（在宅勤務等手当）

第１０条の２ 住居その他これに準ずるものとして管理者が別に定める場

所において，正規の勤務時間（休暇により勤務しない時間その他管理者

が別に定める時間を除く。）の全部を勤務することを，管理者が別に定

める期間以上の期間について１箇月当たり平均１０日を超えて命ぜられ

た職員には，在宅勤務等手当を支給する。

第３０条中「，第１８条及び第２０条」を「及び第１８条」に改める。

第３１条中「及び期末手当」を「，期末手当及び勤勉手当」に改める。

附 則

この条例は，令和６年４月１日から施行する。

令和６年３月４日提出

大崎市長 伊 藤 康 志
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